
2022年（令和4年）11月１日　　（6）第259号 あ か し 市 議 会 だ よ り

あ き は ら

　  
ひ とな り

災害にも強いまちを構築
【担当分野】
コミュニティや文化・
スポーツ、環境、産業
振興など、市民生活に
身近な分野を審査しま
す。

―
重
点
的
に
取
り
組
む
事
項

　
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
流

行
も
３
年
が
過
ぎ
、
さ
ま
ざ
ま
な
事
案

で
新
し
い
考
え
方
や
生
活
様
式
の
転
換

が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。
そ
の
中
で
、
国

や
県
の
支
援
策
な
ど
も
注
視
し
な
が
ら

市
民
生
活
に
直
結
し
た
案
件
を
議
論
し

て
い
ま
す
。
市
民
に
と
っ
て
必
要
な
施

策
の
優
先
順
位
を
見
極
め
、
経
費
に
無

駄
は
な
い
か
な
ど
、
さ
ま
ざ
ま
な
意
見

を
出
し
合
い
議
論
を
深
め
て
い
ま
す
。

ま
た
、
全
て
の
案
件
に
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の
考

え
方
を
取
り
入
れ
、
持
続
可
能
性
を
念

頭
に
置
い
た
考
え
方
や
人
権
施
策
に
見

合
う
内
容
な
の
か
な
ど
、
議
員
の
提
案

も
合
わ
せ
な
が
ら
市
民
の
生
活
を
最
優

先
に
審
査
し
て
い
き
ま
す
。

―
委
員
長
と
し
て
一
言

　「
明
石
市
内
で
生
活
や
事
業
を
し
て

い
る
全
て
の
人
々
へ
」
を
信
条
に
、
他

市
の
先
進
事
例
な
ど
も
調
査
研
究
し
な

が
ら
取
り
組
み
ま
す
。

穐 原　成 人
【議会歴】
在職４期。議長、副議
長、監査委員、議会運
営委員長などを歴任。
63歳。

ま つ い く み こ

 

【担当分野】
道路や河川、公園など
の整備や都市計画、上
下水道など、市民生活
の基盤となる分野を審
査します。

―
重
点
的
に
取
り
組
む
事
項

　
誰
も
が
住
み
た
い
と
思
う
ま
ち
の
実

現
に
向
け
て
、
今
年
策
定
さ
れ
た
あ
か

し
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
推
進
計
画
を
踏
ま
え
、
市

の
都
市
計
画
に
関
す
る
基
本
的
な
方
針

を
定
め
る
「
明
石
市
都
市
計
画
マ
ス
タ

ー
プ
ラ
ン
」
と
誰
も
が
安
心
し
て
移
動

で
き
る
持
続
可
能
な
交
通
体
系
の
確
立

を
目
指
す
「
明
石
市
総
合
交
通
計
画
」

の
改
定
を
検
討
し
て
い
ま
す
。

　
山
手
環
状
線
な
ど
幹
線
道
路
の
整
備

や
南
畑
踏
切
に
横
断
歩
道
橋
を
設
置
す

る
安
全
対
策
、
安
全
・
安
心
な
水
道
水

が
提
供
で
き
る
よ
う
水
源
を
明
石
川
河

川
水
か
ら
転
換
し
、
阪
神
水
道
企
業
団

か
ら
新
規
に
受
水
す
る
た
め
の
取
り
組

み
も
進
め
て
い
ま
す
。

―
委
員
長
と
し
て
一
言

　
市
民
の
皆
さ
ま
に
安
心
し
て
暮
ら
し

て
い
た
だ
け
る
都
市
基
盤
の
整
備
を
進

め
、
災
害
に
も
強
い
持
続
可
能
な
ま
ち

を
構
築
し
て
ま
い
り
ま
す
。

松 井　久美子
【議会歴】
在職６期。議長、副議
長、監査委員、議会運
営委員長などを歴任。
69歳。

生
活
文
化 

常
任
委
員
長
に
聞
く

コロナ禍における市民生活の安定を

建
設
企
業 

常
任
委
員
長
に
聞
く

決
算
審
査

令
和
３
年
度

特別会計決算10件、企業会計決算2件は認定

一般会計の決算状況

１３０１億３８０９万円

歳入（A）

１２７９億６０６５万円

歳出（B）

２１億７７４４万円

形式収支
（C＝A－B）

９億３８１万円

繰越財源
（D）

１２億７３６３万円

実質収支
（C－D）

※（　）は構成比
　構成比は四捨五入の関係で合計100％になりません。

　前年度比で市税は、給与所得の減などにより個人市民税が減少した一方、徴収猶
予分の納付により固定資産税が増加したほか法人市民税なども増加し、７千万円の増。
　国庫支出金は、特別定額給付金にかかる国庫補助金などの減少により213億円の減。
　地方交付税は、国勢調査人口の増加や国税収入の増加による追加交付で普通交付
税が増加し、41億円の増。

一般会計決算を２年連続不認定一般会計決算を２年連続不認定

歳　入
1301億円

市債
87億円
（6.7％）

県支出金
84億円
（6.5％）

地方消費税交付金
64億円
（4.9％）

その他
99億円
（7.7％）

国庫支出金
381億円
（29.3％）

市税
437億円
（33.6％）

地方交付税
149億円
（11.4％）

　前年度比で民生費は、私立保育所・認定こども園等整備事業費などの減少があっ
た一方、子育て世帯や住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事業費の増
加などにより68億円の増。
　総務費は、市民全員・飲食店サポート事業費の増加があった一方、特別定額給付
金給付事業費や国勢調査事業費の減少などにより274億円の減。

※（　）は構成比
　構成比は四捨五入の関係で合計100％になりません。

歳　出
1280億円

公債費
118億円
（9.2％）

教育費
110億円
（8.6％）

土木費
71億円
（5.5％）

その他
71億円
（5.5％）

総務費
131億円
（10.3％）

民生費
652億円
（50.9％）

衛生費
127億円
（9.9％）

　一般会計の歳入は 11.6％、歳出は 11.9％減少し、令和元年度以来、２年ぶ
りの減となりました。
　一般会計の実質収支額は、12億７千万円と46年連続の黒字。財政基金と減債
基金からの繰入金を除くなどした実質的な単年度収支は、４億１千万円と２年
連続の黒字となりました。
　特別会計（国民健康保険事業や介護保険事業など）は、実質収支で６会計が
黒字、４会計は収支差引ゼロとなったほか、企業会計（水道事業、下水道事業）
の２事業は黒字となりました。

決算のポイント

　市の貯金である財政基金など３基金の現在高は121億円で、８億６千万円の増。
　借金である市債の一般会計の現在高は、1167億７千万円で、25億１千万の減。

基金と市債の状況

　財政破綻を未然に防
ぐための「財政健全化
法」では、健全度を判
断する４つの指標（健
全化判断比率）を市民
に公表することを義務
付けています。
　本市の指標は、右表
のとおりで、全ての基
準を満たしています。

市財政の健全度

健全化判断比率 法で定める
早期健全化基準

11.25%

16.25%

25.0%

350.0%

本市の
令和３年度決算

実質赤字比率
（一般会計の年間赤字割合）

連結実質赤字比率
（全ての会計の年間赤字割合）

実質公債費比率
（借金返済の割合）

将来負担比率
（将来負担が見込まれる負債割合）

－

－

3.6%

22.0%

審
査
の
概
要

　

９
月
15
日
の
本
会
議
で

令
和
３
年
度
決
算
審
査
特

別
委
員
会
（
議
長
を
除
く

28
人
の
議
員
で
構
成
）
を

設
置
し
ま
し
た
。

　

９
月
28
日
の
決
算
審
査

特
別
委
員
会
で
は
、
決
算

議
案
の
説
明
お
よ
び
監
査

意
見
報
告
を
受
け
た
後
、

常
任
委
員
会
の
所
管
ご
と

に
４
つ
の
分
科
会
を
設
置

し
ま
し
た
。

　
分
科
会
で
は
、
市
の
担

当
部
署
か
ら
説
明
を
受
け
、

質
疑
を
行
う
な
ど
、
詳
細

な
審
査
を
行
い
ま
し
た
。

　

10
月
11
日
に
は
、
再
び

特
別
委
員
会
を
開
き
、
各

分
科
会
の
審
査
内
容
報
告

の
後
、
４
人
の
議
員
か
ら

一
般
会
計
決
算
に
つ
い
て

意
見
表
明
が
あ
り
、
採
決

の
結
果
、
賛
成
少
数
で
不

認
定
と
し
ま
し
た
。

　

10
月
12
日
の
本
会
議
で

は
、
特
別
委
員
会
の
審
査

報
告
、
一
般
会
計
決
算
に

つ
い
て
賛
成
・
反
対
討
論

の
後
、
採
決
を
行
い
、
賛

成
少
数
で
不
認
定
と
し
ま

し
た
。
な
お
、特
別
会
計
・

企
業
会
計
決
算
計
12
件

は
、
全
会
一
致
で
原
案
ど

お
り
認
定
し
ま
し
た
。

※実質赤字比率と連結実質赤字比率は、赤字でないため値なしと
　して「－」表示　


